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当資料のご利用にあたって

○　平成１５年３月２５日内閣府国民生活局「『ＮＰＯ法の運用方針』について」では、

「『市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を促進』（法第１条）することを目的として、平成１０年１２月に特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）が施行された。ＮＰＯ法は、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の自主性、自律性を尊重する観点から、様々な形で行政の関与を極力抑制しており、設立手続において認証主義を採用するとともに、ＮＰＯ法人は自らに関する情報をできるだけ公開することによって市民の信頼を得て、市民によって育てられるべきであるとの考えがとられている点が大きな特徴となっている。」とあります。

この資料は、市民や市職員が「ＮＰＯ」や「ＮＰＯ法人」のことを理解し、その活動が健全に育成・展開されていくための参考となることを目的としています。

○　本文にも記載していますとおり、「ＮＰＯ」と「ＮＰＯ法人」には違いがあり、都道府県や内閣府が認証し法人格を持った「ＮＰＯ法人」であっても「所轄庁（都道府県や内閣府）がその団体についていわゆる『お墨付き』を与えたえわけではありません。」（問10を参照）
　　また、ＮＰＯ法人は、所轄庁の認証を受けた後、「設立の登記」をすることによって成立となります（問８を参照）ので、契約などを行う場合は注意してください。
○　この資料は、広島県環境生活部管理総室県民文化室（現：環境県民局総務管理部県民活動課）パンフレット「知ってますか？ＮＰＯ法」、内閣府ＮＰＯホームページなど各機関や団体がパンフレットやホームページで公表している資料などを参考に作成しています（平成２３年３月末現在）が、すでに記載内容に変更や訂正がある箇所があるかもしれません。

最新の情報につきましては、各法人や広島県・内閣府の各関係機関などに確認していただきますようお願いします。
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■　ＮＰＯについて


【問１】　「ＮＰＯ」とは何ですか？
　「ＮＰＯ」については、いろいろな定義がありますが、所轄庁である内閣府や広島県は次のような表現をしています。

◎「ＮＰＯ（Non Profit Organization）」とは、ボランティア活動などの社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称です。」

（内閣府ＮＰＯホームページ「ＮＰＯを知ろう(ＮＰＯの基礎知識)」より）
◎「ＮＰＯとは『Non Profit Organization』の略称で、『民間非営利組織』と訳され、営利を目的としない組織を示します。

本来は、公益法人や任意の団体も含む幅広い概念ですが、日本では、不特定多数を対象に営利を目的としない社会貢献活動を行う団体としてとらえられることが多いようです。

また、一定の組織、規則が整い、継続した活動を展開できる団体ととらえられることもあるようです。」

（広島県パンフレット「知ってますか？ＮＰＯ法」より）


【問２】　「ＮＰＯ」と「ＮＰＯ法人」は同じものですか？

　「ＮＰＯ」と「ＮＰＯ法人」は、意味が違いますので注意してください。

◎｢ＮＰＯは、ボランティア活動などの社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称です。このうち「ＮＰＯ法人」とは、特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）に基づき法人格を取得した「特定非営利活動法人」の一般的な総称です。」

（内閣府ＮＰＯホームページ「ＮＰＯを知ろう(ＮＰＯの基礎知識)」より）

★　つまり、単なる「ＮＰＯ」は法人格を持っているかいないかは関係ないのですが、「ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）」は必ず都道府県か内閣府から認証された法人格を持っているので、そこで区別されます。
また、ＮＰＯ法人には、都道府県が認証する法人と内閣府が認証する法人、税の特例措置を受ける「認定ＮＰＯ法人」があります。（問８、14を参照）



【問３】　「ＮＰＯ」と「ボランティア」のちがいは何ですか？

◎「どちらも非営利の活動を行う点は同じですが、一般的にボランティアは個人の意思が主体となり、ＮＰＯは組織・団体として行動を行うものを示します。」

（広島県パンフレット「知ってますか？ＮＰＯ法」より）


【問４】　「ＮＰＯ」と「ＮＧＯ」のちがいは何ですか？

◎「『ＮＰＯ』は営利を目的としない点を強調したことばです。『ＮＧＯ』（Non Governmental Organization：民間非政府組織）は行政でない点を強調したことば」　　　　　　　　　　　　　　　（広島県パンフレット「知ってますか？ＮＰＯ法」）

　ですが、２つにははっきりとした区別はないようです。
◎「ＮＧＯは、もともと国連の場で使われはじめた言葉であり、会議への参加などを通じて国連諸機関と協力関係にある政府以外の組織のことを政府代表と区別するための呼称です。営利を目的としない民間団体で、主として開発、人権、環境など、地球規模の問題に取り組む団体を指すことが多いものの、特定非営利活動法人との包含関係は特にありません。
　勿論、特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）の要件さえ満たせば、いわゆるＮＧＯであっても法人格が付与されます。また、どの法人制度を活用するかについては、団体の自主性に委ねられています。」

（内閣府ＮＰＯホームページ「特定非営利活動促進法ＦＡＱ」より）

【問５】　ＮＰＯ活動がさかんになってきた理由は何ですか？

◎「最近の社会的課題は、いろいろな分野に広がり、その上複雑になってきています。この課題の解決のためには、これまでの行政や企業を中心とした取り組みだけでは解決することがむずかしくなってきています。

　　ＮＰＯ活動は、迅速性、柔軟性という特性を活かした自主的で自発的な行動によって、こうした社会的な課題の解決に大きな力を発揮することができ、また、自己実現の場としても重要な役割を果たすことができます。こうしたことから、ＮＰＯ活動が注目を浴びるとともに活発化してきたのです。」

（広島県パンフレット「知ってますか？ＮＰＯ法」より）

■　ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）について

　（　以下の内容は、主に広島県パンフレット「知ってますか？ＮＰＯ法」を参考にしています。詳しくはパンフレットをご覧ください。

なお、以下記載の「ＮＰＯ法人」とは「特定非営利活動法人」、「ＮＰＯ法」とは「特定非営利活動促進法」のことを表します。）


【問６】　ＮＰＯ法人になる要件は何ですか？

　ＮＰＯ法に定められた次の要件を満たすことが必要です。

　①　特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること（問７を参照）

　②　営利を目的としないこと（問12を参照）

　③　社員（正会員など総会で議決権を有する者：従業員や職員を指すものではない）の資格について、不当な条件をつけないこと

　④　役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の３分の１以下であること

⑤　宗教活動や政治活動を主たる目的としないこと

⑥　特定の公職者（候補者を含む）又は政党を推薦、支持、反対することを

　目的としないこと

　⑦　暴力団でないこと、又は暴力団若しくは暴力団の構成員（暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者を含む）の統制の下にある団体でないこと

　⑧　１０人以上の社員がいること


【問７】　特定非営利活動とはどのような活動ですか？

◎ＮＰＯ法第一条には、「ボランティア活動をはじめとする市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動」とあります。

具体的には、次の２つの要件をともに満たす活動です。

（１）次のいずれかに該当する活動であること（ＮＰＯ法第２条別表の１７分野）

　①　保健、医療又は福祉の増進を図る活動

2 社会教育の推進を図る活動

3 まちづくりの推進を図る活動

4 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

5 環境の保全を図る活動

6 災害救援活動

7 地域安全活動

8 人権の擁護又は平和の推進を図る活動

9 国際協力の活動

10 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

11 子どもの健全育成を図る活動

12 情報化社会の発展を図る活動

13 科学技術の振興を図る活動

14 経済活動の活性化を図る活動

15 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

16 消費者の保護を図る活動

17 ①から⑯までの活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は

援助の活動

（２）不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とする活動であること


【問８】　ＮＰＯ法人の手続きはどこで行いますか？（所轄庁はどこですか？）

　ＮＰＯ法人の手続きを行う所轄庁は次の２つです。

１　広島県認証ＮＰＯ法人

広島県内のみに事務所を設置する場合は、所轄庁は広島県（県知事）となり、広島県（広島県環境県民局総務管理部県民活動課）で申請の手続きを行い、県知事の法人設立の認証を受けます。
２　内閣府認証ＮＰＯ法人

２以上の都道府県に事務所を設置する場合は、所轄庁は内閣府（内閣総理大臣）となり、内閣府（国民生活局市民活動促進課ＮＰＯ室）で申請の手続きを行い、内閣総理大臣の法人設立の認証を受けます。

≪注意≫

★　ＮＰＯ法人は、所轄庁の認証を受けた後、法務局で設立の登記をすることによって成立となります（ＮＰＯ法第１３条）ので、契約などを行う場合は注意してください。（所轄庁で登記簿謄本などを確認できます。）

【問９】　ＮＰＯ法人になる（法人格を取得する）メリットは何ですか？

　「法人格を取得することによって、ＮＰＯの名前で契約したり、財産を所有することができます。

　　つまり、銀行の口座の開設、不動産の登記などをＮＰＯとして行うことができるようになります。また、委託事業などをＮＰＯとして受託できることから、事業の幅広い展開も可能となります。寄附をつのる際も、法人であるならば理解が得られやすいこともあるでしょう。団体の継続性、事業能力、信用づくりなどに法人格が強い味方となるわけです。」

≪注意≫

★　所轄庁の認証によってその団体の信頼性が保証されるものではありません。（問10を参照）

【問10】　ＮＰＯ法人になれば信頼性が高くなりますか？

（国や県の「お墨付き」をもらえるのですか？）

★　「ＮＰＯ法人としての県の認証を受けたから信頼性が高くなる、ということはありません。その団体が信頼できるかどうかは、法人格の有無とは関係なく、団体がどんな活動を行っているかによって判断されるものです。
　ＮＰＯ法では、法人が毎年の事業や会計の状況について情報公開することを求めています。情報を公開することによって、一般の方からその活動を評価されるしくみになっています。信用はＮＰＯ自身が作っていくものなのです。」

◎｢『認証』とは、ある行為が法令に適合しているのかどうかということを審査し確認をしてその判断を表示する行為として一般的に使用されているものです。
　ＮＰＯ法では、設立要件の判断において所轄庁の裁量の余地は極めて限定されており、所轄庁は団体の申請がＮＰＯ法第１２条に規定する設立要件に適合すると認めるときには、認証しなければならないとされています。また、その確認手段も実態審査ではなく『書面審査』によって行うことが原則とされています。
★　このため、所轄庁の認証によってその団体の信頼性が保証されるものではありません。
　公開されている情報などをもとにして、市民一人一人が判断することが求められています。｣
（内閣府ＮＰＯホームページ「特定非営利活動促進法ＦＡＱ」より）

【問11】　ＮＰＯ法人になるとどのような義務が生じますか？

◎「毎事業年度終了後、事業報告書等を県（２都道府県以上に事務所がある場合は内閣府）に提出しなければいけませんし、役員に変更があった場合などには届出や申請が必要となります。税金を納めなくてはいけない場合もあります。

　　また、法人の管理・運営のルールとして守らなくてはいけないもの（ＮＰＯ法、定款など）もあります。」

詳しくは、所轄庁である県や内閣府へお問合せください。


【問12】　ＮＰＯ法人の「営利を目的にしないこと」とはどういうことですか？

◎「構成員（社員、役員など）に利益を分配しないことを言います。
　また、解散の場合にも残余財産を構成員に返還することはできません。」

　

≪注意≫

★　「『営利を目的としない』＝『対価を得てはいけない』ということではないということです。

　　非営利とは『儲かった利益を構成員（関係者）に分配しない』という意味ですから、ＮＰＯ活動を行うために必要な経費（例えば旅費など）を受け取ることは、営利にあたりません。また、従業員への給料も必要経費であり、利益の分配とは違います。」


【問13】　ＮＰＯ法人の税制はどうなっていますか？

　　ここでは、概要のみ記載します。詳しくは、管轄の税務署などにお問合せください。

　１　法人税（管轄：各税務署）

　　「法人税については、公益法人と同様に、法人税法に規定された収益事業からの所得に対して、課税されることになります。

　　　特定非営利活動にかかる事業であっても、法人税法上は収益事業とみなされることがありますので、注意してください。それ以外からの所得については非課税です。」

　２　法人県民税・法人事業税（管轄：広島県の各地域事務所税務局）

　　「法人県民税の法人税割・法人事業税は、収益事業から生じた所得に対して、課税されます。

　　　また、法人県民税の均等割は、所得の有無に関わらず原則として課税されますが、広島県では、収益事業を行わないＮＰＯ法人は均等割が減免されます。」

　３　法人市民税（管轄：広島市財政局税務部法人課税係）

　　　広島市では、法人市民税も法人県民税と同様の取り扱いとなっています。

　＊　ＮＰＯ法人への寄附については、「株式会社などの普通法人がＮＰＯ法人に対して寄附した場合は、一般寄附金控除の枠内で控除できますが、個人が寄附をした場合の寄附金控除制度はありません。」

　　　なお、例外として「認定ＮＰＯ法人制度」（問14を参照）があります。


【問14】　「認定ＮＰＯ法人」（認定特定非営利活動法人）とは何ですか？

◎「『認定ＮＰＯ法人』とは、ＮＰＯ法人のうち、一定の要件を満たすものとして国税庁長官の認定を受けているものをいいます。

（主な要件）・経常収入金額に占める寄附金等収入金額の割合が一定の基準以上であること。
　　　　　　　・事業活動において、共益的な活動の占める割合が、５０％未満であること。
　　　　　　　・運営組織及び経理が適切であること。

　　　　　　　・事業活動の内容が適正であること。
・情報公開を適切に行っていること。　など」

（内閣府国民生活局市民活動促進課パンフレット「認定ＮＰＯ法人制度のしくみ（平成21年度版）」より）
◎「認定ＮＰＯ法人に対して寄附を行った個人又は法人については、所得税、法人税及び相続税の特別措置が講じられます。

　　・　個人が認定ＮＰＯ法人に対して行った寄附に対する所得控除

　　・　法人が認定ＮＰＯ法人に対して行った寄附に対する損金算入

　　・　相続又は遺贈により財産を取得した個人が認定ＮＰＯ法人に対して行った相続財産などの寄附に対する相続税の非課税」

詳しくは、

・国税庁のホームページ「認定ＮＰＯの法人制度の手引き」http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/denshi-sonota/npo/tebiki/01.htm
・パンフレット「認定ＮＰＯ法人制度のしくみ（平成21年度版）」
（内閣府国民生活局市民活動促進課）

https://www.npo-homepage.go.jp/support/h21_nintei_2.html 

または、広島国税局や最寄りの税務署へご相談ください。

≪参考≫　

認定ＮＰＯ法人数（平成２３年４月１日現在）
全国　１９８法人（うち主たる事務所を広島市内に置く法人　１法人）
　
■　広島市内のＮＰＯ法人について　
（問８に記載のとおり、ＮＰＯ法人は設立登記により成立となります。以下は、県や内閣府のＮＰＯ法人の認証数を参考にしており、正確な成立法人数ではありませんのでご注意ください。）


【問15】　広島市内にはどれくらいＮＰＯ法人（認証数）がありますか？

◎　広島市内に事務所を置くＮＰＯ法人の認証数は、３８２法人です。

（平成２３年３月末現在）

＜内訳＞

・広島県認証ＮＰＯ法人　３１３法人（主たる事務所を広島市内に置く法人）
　　　

　うち　　中　　区　１０８法人

　　　　　　　　東　　区　　３０法人

　　　　　　　　南　　区　　３３法人

　　　　　　　　西　　区　　４４法人

　　　　　　　　安佐南区　　３８法人

　　　　　　　　安佐北区　　３３法人

　　　　　　　　安 芸 区　　　９法人

　　　　　　　　佐 伯 区　　１８法人
・内閣府認証ＮＰＯ法人　　６９法人
（うち　主たる事務所を広島市内に置く　１７法人

　　　　　　　　　　　　　　　従たる事務所を広島市内に置く　５２法人）

　　　

　うち　　中　　区　　１９法人
　　　　　　　　東　　区　　　９法人

　　　　　　　　南　　区　　１０法人

　　　　　　　　西　　区　　１２法人

　　　　　　　　安佐南区　　　６法人

　　　　　　　　安佐北区　　　３法人

　　　　　　　　安 芸 区　　　０法人

　　　　　　　　佐 伯 区　　　６法人

　　　　　　　　不　　明　　　４法人

　　　　

【問16】　県内における広島市内のＮＰＯ法人数（認証数）の割合はどれくらいですか？

◎　割合は次のとおりです。
　　・全国都道府県認証ＮＰＯ法人総数（認証数）３９，０７２法人(平成２３年３月末現在)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・内閣府認証ＮＰＯ法人総数（認証数）　　　  ３，３１５法人(　　　〃　　　　　　)　
　　　[計]全国ＮＰＯ法人総数（認証数）　　　　４２，３８７法人(　　　〃　　　　　　)　
・広島県認証ＮＰＯ法人総数（認証数）　　　　　　６５７法人(平成２３年３月末現在)　
　　　（全国都道府県認証ＮＰＯ法人総数に占める割合　１．７％）

　・広島市内の広島県認証ＮＰＯ法人（認証数）　　　３１３法人(平成２３年３月末現在)　
 　　　（広島県認証ＮＰＯ法人総数に占める割合　　 ４７．６％）


【問17】　広島市内のＮＰＯ法人数（認証数）の増加はどれくらいですか？

· 広島市内の広島県認証ＮＰＯ法人の各年度別の増減数は次のとおりです。

	年度
	認証数
	解散数
	内閣府

認証移行数
	主たる事務所

他都市移行数
	純増数

	平成１１年度
	１９
	
	
	
	１９

	平成１２年度
	２２
	
	１
	
	２１

	平成１３年度
	２１
	
	１
	
	２０

	平成１４年度
	３６
	
	
	
	３６

	平成１５年度
	３９
	２
	
	
	３７

	平成１６年度
	３８
	１
	２
	
	３５

	平成１７年度
	３９
	２
	
	１
	３６

	平成１８年度
	２８
	３
	
	１
	２４

	平成１９年度
	３４
	４
	
	２
	２８

	平成２０年度
	３１
	１２
	
	
	１９

	平成２１年度
	２９
	２０
	１
	
	８

	平成２２年度
	３６
	５
	１
	
	３０

	計
	３７２
	４９
	６
	４
	３１３


（平成２３年３月末現在）

【問18】　広島市内にはどんな分野のＮＰＯ法人が多いですか？

◎　平成２３年３月末現在の広島市内のＮＰＯ法人（３８２法人）の定款に定められた活動分野の割合は次のとおりです。（＊複数分野該当の法人あり。）

	ＮＰＯ法上の活動分野
	県・内閣府認証全法人
	うち県認証法人の「主たる活動」

	
	法人数
	割合(％)
	順位
	法人数
	割合(％)
	順位

	①
	保健、医療又は福祉の増進を図る活動
	２２４
	１２．４
	１
	１０９
	３４．８
	１

	②
	社会教育の推進を図る活動
	１９８
	１１．０
	２
	２５
	８．０
	５

	③
	まちづくりの推進を図る活動
	１７５
	９．７
	３
	３３
	１０．５
	２

	④
	学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動
	１４０
	７．８
	６
	２６
	８．３
	４

	⑤
	環境の保全を図る活動
	１３５
	７．５
	７
	２７
	８．６
	３

	⑥
	災害救援活動
	３６
	２．０
	１５
	１
	０．３
	１４

	⑦
	地域安全活動
	５８
	３．２
	１２
	３
	１．０
	１３

	⑧
	人権の擁護又は平和の推進を図る活動
	１０２
	５．６
	１０
	１４
	４．５
	９

	⑨
	国際協力の活動
	１０８
	６．０
	８
	１７
	５．４
	７

	⑩
	男女共同参画社会の形成の促進を図る活動
	３８
	２．１
	１４
	１
	０．３
	１４

	⑪
	子どもの健全育成を図る活動
	１５７
	８．７
	５
	２１
	６．７
	６

	⑫
	情報化社会の発展を図る活動
	４５
	２．５
	１３
	４
	１．３
	１２

	⑬
	科学技術の振興を図る活動
	１９
	１．１
	１７
	０
	０
	１７

	⑭
	経済活動の活性化を図る活動
	６６
	３．７
	１１
	１０
	３．２
	１０

	⑮
	職業能力の開発又は雇用機会の充実を支援する活動
	１０３
	５．７
	９
	１５
	４．８
	８

	⑯
	消費者の保護を図る活動
	２７
	１．５
	１６
	６
	１．９
	１１

	⑰
	①から⑯までの活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動
	１７６
	９．７
	３
	１
	０．３
	１４

	
	計
	（延べ）

１８０７
	１００.０
	－
	３１３
	１００．０ 
	－



【問19】　ＮＰＯ法人の活動内容やＮＰＯ全般について、もっと詳しく知るにはどうすればいいのですか？

◎「ＮＰＯ法は、法人運営の自主性を尊重し、情報公開を通じた市民の選択・監視を前提とした制度となっている点が大きな特徴です。そのため、ほかの法人制度には例をみないような情報公開制度が整備されています。具体的には、

　１　認証申請時における所轄庁での公告・縦覧制度（ＮＰＯ法第１０条）
　２　利害関係人に対するＮＰＯ法人事務所における事業報告書等の閲覧制
　　　度（ＮＰＯ法第２８条）
　３　一般人に対する所轄庁での事業報告書等の閲覧制度（ＮＰＯ法第２９
　　条）
の３つが規定されています。また、内閣府所管のＮＰＯ法人に関しては、法人の事務所のある都道府県においても事業報告書等を公開できることが規定されています（第４４条）。」

（内閣府ＮＰＯホームページ「特定非営利活動促進法ＦＡＱ」より）

◎　具体的には、次の方法などにより情報を得ることができます。

１　ＮＰＯ法人所轄庁 

　　　【広島県認証ＮＰＯ法人についての情報】

⇒　広島県環境県民局総務管理部県民活動課
　　　　　　　　　　　　　　（電話０８２－５１３－２７２１）

　　　

【内閣府認証ＮＰＯ法人についての情報】

⇒　内閣府国民生活局市民活動促進課

（電話０３－３５８１－９３０８）
　２　ホームページ 
　　①　広島県ホームページ

　トップページ>くらし>NPO・公益法人> NPO・ボランティア
http://www.pref.hiroshima.lg.jp/category/1000000000043/index.html
【広島県認証ＮＰＯ法人の一覧】
http://www.pref.hiroshima.lg.jp/page/1222919823159/index.html
②　内閣府ＮＰＯホームページ

https://www.npo-homepage.go.jp/index.html
　　　　 

【「特定非営利活動促進法ＦＡＱ」】
https://www.npo-homepage.go.jp/about/new_npo/doc_faq_2.html
【内閣府認証特定非営利活動法人一覧】

https://www.npo-homepage.go.jp/ninshou/nponinshou.html    

【内閣府・都道府県認証全ＮＰＯ法人の検索「ＮＰＯポータルサイト」】

https://www.npo-homepage.go.jp/portalsite.html
　　③　広島市「ひろしま市民活動支援総合情報システム」

（愛称：ひろしま情報ａ－ネット）

【広島市内のボランティア・ＮＰＯ活動などの市民活動についての情報】

　http://www.a-net.shimin.city.hiroshima.jp/
　　④（財）広島市ひと・まちネットワーク「広島市まちづくり市民交流プラザ」

　　　　【広島市内の生涯学習や市民活動についての情報】

　http://www.hitomachi.city.hiroshima.jp/m-plaza/
5 その他、独自のホームページを作成しているＮＰＯ法人もありますので、「広島市内特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）認証一覧表」などを参考にしてください。

　３　パンフレットなど 　（入手については、各発行機関へお問合せください。）

①「知ってますか？ＮＰＯ法」（広島県環境県民局総務管理部県民活動課）

　　

②「特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）のあらまし」

（内閣府国民生活局市民活動促進課）
https://www.npo-homepage.go.jp/pdf/aramashi.pdf
　　③　パンフレット「認定ＮＰＯ法人制度のしくみ（平成２１年度版）」

（内閣府国民生活局市民活動促進課）

https://www.npo-homepage.go.jp/support/h21_nintei_2.html 
④「ＮＰＯ法人　備忘録」　　　　　（内閣府国民生活局市民活動促進課）
https://www.npo-homepage.go.jp/pdf/bibouroku.pdf
⑤「らしっく」（広島市まちづくり市民交流プラザ）http://www.hitomachi.city.hiroshima.jp/m-plaza/
　４　その他 
【生涯学習やＮＰＯ・ボランティア活動などについての相談】

広島市まちづくり市民交流プラザ　　電話　０８２－５４５－３９１１

【問20】　ＮＰＯ法人の活動に疑問を感じた時はどうすればいいのですか？

◎「ＮＰＯ法においては、情報公開を通じて広く市民の監督下におき、市民による緩やかな監視、あるいはこれに基づくＮＰＯ法人の自浄作用による改善発展を前提とした制度であることから、ＮＰＯ法人に対する監督においても行政の関与を極力抑制しています。

　しかし、必ずしもこのような措置だけでは解決できない事態も予想されることから、最後の是正手段として、必要最小限度の所轄庁による以下の３つの監督規定が設けられています。
　１　法令等に違反する疑いがあると認められる相当な理由があるときに
行う報告徴収及び立入検査（ＮＰＯ法第４１条）
２　法人がＮＰＯ法第１２条第１項に規定する認証基準を満たさなくなったときや法令等に違反したとき、又は法人運営が著しく適正を欠くと認めるときに行う改善命令（ＮＰＯ法第４２条）
３　改善命令に違反した場合であって、かつ、他の方法によって監督の目的を達することができないとき、３年以上にわたって事業報告書等を提出しないとき及び法令違反の場合であって改善命令をかけていては事態の収拾が間に合わないときに行う認証の取消し（ＮＰＯ法第４３条）
（内閣府ＮＰＯホームページ「特定非営利活動促進法ＦＡＱ」より）
　　

◎　ＮＰＯ法人の活動について、ＮＰＯ法人の情報公開などだけでは不明であったり疑問が残る場合、また、ＮＰＯ法人に対する改善命令や認証の取り消しなどの情報については、該当ＮＰＯ法人の所轄庁（広島県または内閣府）のホームページを参考にし、所轄庁へご相談ください。

・広島県トップページ>くらし>NPO・公益法人> NPO・ボランティア

http://www.pref.hiroshima.lg.jp/category/1000000000043/index.html
・内閣府ＮＰＯホームページ（監督状況）

https://www.npo-homepage.go.jp/information/surveillance.html
≪参考≫

認証取消ＮＰＯ法人数（平成２３年３月末現在）

全国　７５０法人
（都道府県認証法人　７１７ [うち広島県法人１７]、内閣府認証法人３３）

【問21】　ＮＰＯ活動を支援する制度や事業はありますか？

◎　広島市や（財）広島市ひと・まちネットワークでは、ＮＰＯ活動やボランティア活動などの市民活動を支援する制度や事業を実施しています。

主なものは次のとおりです。詳しくは担当部署へご連絡ください。

（平成２３年度）

	市民等と行政との協働の推進に関すること
	市民局市民活動推進課

	施設
	無料のフリースペース、作業室

有料の会議室、ギャラリー等
	まちづくり市民交流プラザ

	相談
	市民活動・NPO支援相談
	

	人材育成
	まちづくり学校（ファシリテーション、プランニング等実践学習等）

市民活動団体マネジメント講座
	

	人材登録
	まちづくりボランティア人材バンク
	

	活動支援
	市民活動保険制度

ＮＰＯ活動支援融資制度

市民活動拠点提供事業（共同事務所の設置）

こむねっとひろしま

(町内会・自治会・連合町内会等、地域のHP開設・運営支援)

コミュニティ助成事業

(コミュニティ活動を促進するため、市民活動推進課が窓口となって、（財）自治総合センターが実施する助成事業)
	市民局市民活動推進課

	
	ひと・まち広島未来づくりファンド(ふむふむ)
	(財) 広島市未来都市創造財団

	
	まちづくりアドバイザーの派遣
	市民局市民活動推進課

	
	公募による補助制度
	財政局財政課

	
	商店街活性化プラン支援事業
	経済局地域産業支援課

	
	違反広告物の除去事業
	都市整備局都市計画課都市デザイン係

	
	クリーンボランティア支援事業
	環境局業務部業務第一課美化係

	
	身近な公園再生事業
	都市整備局緑化推進部緑政課緑の施策係

	
	里山林再生整備事業
	経済局農林水産部森林課

	
	竹林整備推進事業
	

	
	市民協働森づくり支援事業
	

	
	森林・林業体験活動支援事業
	

	
	里山整備指導者派遣事業
	

	情報提供
	ひろしま情報ａ‐ネット
	(財) 広島市未来都市創造財団

	
	市民活動まちづくり読本

まちづくり読本
	市民局市民活動推進課

	
	らしっく
	まちづくり市民交流プラザ

	
	市政出前講座
	企画総務局広報課行政情報担当


＊その他、各種団体がＮＰＯ活動の支援を行っています。




◆この資料についての問い合せ先

広島市市民局市民活動推進課　　電　話　０８２－５０４－２１１３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　０８２－５０４－２０６６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅﾒｰﾙ   katsudo@city.hiroshima.jp
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